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2025年の投資環境の見通しについて

平素は、「みずほグローバル・セレクト・不動産戦略ファンド（年1回決算型（為替ヘッジあり／為替

ヘッジなし）・年4回決算型（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし））」 （以下、各ファンドということがあり

ます。）をご愛顧いただき、厚く御礼申し上げます。

当資料では、2025年の投資環境の見通しおよび各ファンドの運用方針についてご案内します。

商 号 等：アセットマネジメントOne株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

※最終ページの「投資信託ご購入の注意」をご確認ください。
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2025年1月10日

販売用資料

2025年もFRB（米連邦準備理事会）による利下げは

継続されると想定していますが、その程度やタイミングは

関連する経済指標に左右されるとみています。

トランプ新政権による政策にはインフレ再燃の可能性が

あるものの、政府の運営体制効率化や歳出削減によって

一部は相殺されることも考えられます。また、トランプ次

期大統領の発言と実際の政策とのギャップが、インフレと

金利の動向を左右する可能性もあります。アジア・オセア

ニア市場は少なからず米国の金利動向の影響を受けるこ

とが考えられますが、欧州では金利の低下が想定されま

す。また、米国で関税政策が実施された場合には、金利低

下の流れが継続する可能性もあります。

米国市場では、基本シナリオとして米国の経済成長が

リートのファンダメンタルズをけん引し、リートセクター全

般で5-6%の値上がり益に4%程度の配当を加えた

10%程度のトータルリターンを想定しています。

欧州市場では、さらなる景気減速のリスクには留意しつ

つも、不動産価格は現状十分調整されていると考えられ、

金利低下もリートのパフォーマンスを下支える構図になる

と想定しています。

2025年の投資環境の見通し

【米国10年国債利回りの推移】

【リート指数の推移】

※期間：2023年1２月29日～２０２４年12月31日（日次）
※リート指数はFTSE EPRA/NAREIT Developed Index（配当込
み、米ドルベース）を使用。各ファンドのベンチマークではありません。

出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

（年/月）

（年/月）

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

（%）
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※上記の考え・見通し・予想等は当資料作成時点におけるものであり、投資環境の変化等により予告なく変更される場合があります。
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※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
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※上記の運用方針・考え・見通し・予想等は当資料作成時点におけるものであり、投資環境の変化等により予告なく変更される場合があります。

注目セクターと注意セクター

今後の運用方針

2025年の各ファンドの運用方針

運用実績

（年/月）

＜（年1回決算型）（為替ヘッジなし）＞

＜（年1回決算型）（為替ヘッジあり）＞（円）

※2024年3月7日（設定日前営業日）～2024年12月30日（日次）
※基準価額は設定日前営業日を10,000円として計算しています。ベンチマークはFTSE EPRA/NAREIT Developed Index（配当込み、
円ヘッジベース（為替ヘッジあり）および円換算ベース（為替ヘッジなし））であり、設定日前営業日の終値を10,000円として計算しています。

※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※年1回決算型は2024年12月30日時点で分配実績はありません。

基準価額

10,154円

純資産総額

3.8億円

※2024年12月30日時点

基準価額

11,103円

純資産総額

87.7億円

※2024年12月30日時点

（億円）

（年/月）

（円） （億円）
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米国・欧州・アジア共にAI（人工知能）需要の増加に対して供給が不足しているデータセンターには引き続き注目

しています。米国では、高齢化の進展に伴い物件供給が不足するヘルスケアや、新規物件供給が限られていること

から賃料の上昇余地のある商業施設にも注目しています。日本では、引き続き国内外の旅行需要などを追い風にす

るホテルリートを、欧州では、物流施設、スチューデントハウジング（学生寮）、セルフストレージにも注目しています。

一方、米国では過去好調だったものの、足もと賃料水準や成長率の減速が十分価格に反映されていない物流施

設には注意が必要と考えています。また、米国・欧州共に短期的な投資機会を除きオフィスは引き続き注意が必要

と考えます。

2025年も中長期的な構造変化に支えられたデータセンターや住宅関連、ヘルスケアといったセクターの中から

収益性の高い銘柄に投資する方針です。加えて、潜在的成長性が正しく評価されていないような価格の歪みによる

短期的な投資機会も見出していきます。

実物不動産市場では、金利上昇による物件価格の調整が終わりつつある中、物件売買の取引量は改善しており、

多くの上場リートは割安な水準にあると考えます。M&Aの動きも活発化し、米国に限らずグローバルで多様な投資

機会が存在するとみており、トランプ・リスク（新政権の政策が市場に与える影響）にも留意しつつグローバル分散を

念頭に入れた投資判断が必要と考えます。これまでのように特定セクターに投資すればよい時代は去り、地域、立地、

物件の質などでリターンの差が出るサイクルが始まるとみています。

各ファンドでは、実物不動産市場で得られる情報を駆使し、上場市場における投資機会を着実に捉えることでリ

ターンを積み重ね、信託財産の成長を図ってまいります。



運用実績

※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
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※2024年3月7日（設定日前営業日）～2024年12月30日（日次）
※基準価額は設定日前営業日を10,000円として計算しています。ベンチマークはFTSE EPRA/NAREIT Developed Index（配当込み、円
ヘッジベース（為替ヘッジあり）および円換算ベース（為替ヘッジなし））であり、設定日前営業日の終値を10,000円として計算しています。

※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を各ファンドに再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額とは異なります。

基準価額

10,127円

純資産総額

3.6億円

※2024年12月30日時点

基準価額

10,982円

純資産総額

51.4億円

※2024年12月30日時点

※分配金実績は、1万口当たりの税引前分配金を表示しています。
※運用状況によっては分配金が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。上記は過去の実績であり、将来の分配金
の支払いおよびその金額について示唆・保証するものではありません。

【分配金実績】

＜（年4回決算型）（為替ヘッジあり）＞ ＜（年4回決算型）（為替ヘッジなし）＞

決算
期

第1期
（2024/5）

第2期
（2024/8）

第3期
（2024/11）

設定来
累計
分配金

分配
金額

0円 50円 40円 90円

【指数の著作権等】
各ファンドは、アセットマネジメントOne株式会社（以下、「アセットマネジメントOne」）によって単独で開発されたものです。各ファンドは、いかなる
方法においても、London Stock Exchange Group plcおよび、そのグループ企業（FTSE International Limitedを含む）（以下、総称し
て「LSE Group」）、European Public Real Estate Association (以下、「EPRA」)または、National Association of Real Estate
Investments Trusts (以下、「Nareit」) (以下、あわせて「ライセンサー」といいます。） によって出資、保証、販売または販売促進されることは
ありません。FTSE Russellは、LSE Group会社の一つの商号です。FTSE EPRA/NAREIT Developed Index（以下、本指数）のすべての権
利はライセンサーに帰属します。「FTSE®」および「FTSE Russell®」は、LSE Group会社の商標であり、ライセンス契約に基づいてその他のLSE
Group会社が使用します。「NAREIT®」はNareitの商標、「EPRA®」はEPRAの商標であり、すべて、ライセンス契約に基づき、LSE Groupに
よって使用されます。本指数は、FTSE International Limited またはその関連会社、代理店またはパートナーによって、またはそれらに代わっ
て計算されます。ライセンサーは如何なる者に対しても（a）本指数の使用、信頼、または誤謬、（b）各ファンドへの投資または運営に起因する如何な
る義務も負いません。ライセンサーは、各ファンドから得られる結果、またはアセットマネジメントOneによって提示される目的に対する本指数の適
合性に関して、いかなる請求、予測、保証、または表明も行いません。

＜（年4回決算型）（為替ヘッジあり）＞

＜（年4回決算型）（為替ヘッジなし）＞

決算
期

第1期
（2024/5）

第2期
（2024/8）

第3期
（2024/11）

設定来
累計
分配金

分配
金額

0円 50円 40円 90円

（年/月）

（円） （億円）

（年/月）

（億円）（円）
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資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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ファンドの特色

1

＊1 世界の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）されている不動産投資信託証券（一般社団法人投資信託協会規則に定める

不動産投資信託の受益証券（振替投資信託受益権を含みます。）および不動産投資法人の投資証券。以下同じ。）とします。

マザーファンドの組入比率は、原則として高位を維持します。

不動産投資信託証券の実質組入比率は、原則として高位を維持します。

主として、グローバル・セレクト・不動産戦略マザーファンド（以下「マザーファンド」

といいます。）を通じて、日本を含む世界各国の不動産投資信託証券＊1に実質的に

投資し、中長期的な信託財産の成長を目的として積極的な運用を行います。なお、

マザーファンドにおいて不動産関連の株式にも投資する場合があります。

3

2 ポートフォリオの構築にあたっては、マクロ経済の見通しやカントリーリスクの評

価なども勘案し、不動産のファンダメンタルズ分析、個別物件・運営会社への訪問

および保有物件の分析などによるボトムアップの銘柄選定を行うことで、確信度

が高いと考えられる銘柄を厳選して投資を行います。

ファンド ベンチマーク

為替ヘッジあり FTSE EPRA/NAREIT Developed Index（配当込み、円ヘッジベース）

為替ヘッジなし FTSE EPRA/NAREIT Developed Index（配当込み、円換算ベース）

各ファンドは中長期的にベンチマークを上回る投資成果をめざします。

マザーファンドの運用にあたっては、PGIMインクに運用指図に関する権限の一

部（有価証券等の運用の指図に関する権限）を委託します。

4 決算頻度および為替ヘッジの対応に違いのある４つのファンドから選択いただけ

ます。また各ファンド間のスイッチングが可能です。

決算頻度が異なる「年１回決算型」と「年４回決算型」、為替ヘッジの対応が異なる「為替ヘッジあり」と「為替ヘッ

ジなし」がそれぞれあります。

ファンド名 為替ヘッジの対応

みずほグローバル・セレクト・不動産戦略ファンド（年1回決算型）（為替ヘッジあり） 原則として対円での為替ヘッジを行い、為替
変動リスクの低減をめざします＊2。みずほグローバル・セレクト・不動産戦略ファンド（年4回決算型）（為替ヘッジあり）

みずほグローバル・セレクト・不動産戦略ファンド（年1回決算型）（為替ヘッジなし） 原則として為替ヘッジを行いません。このた
め、基準価額は為替変動の影響を受けます。みずほグローバル・セレクト・不動産戦略ファンド（年4回決算型）（為替ヘッジなし）

＊2 投資対象国の規制等により為替ヘッジができない場合には、他の通貨で代替するまたは、為替ヘッジを行わない場合があります。

※販売会社によっては、スイッチングの取扱いを行わない場合や一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。くわしくは、販売会社に

お問い合わせください。



各ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、ファ

ンドの基準価額は変動します。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、

投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本

を割り込むことがあります。

また、投資信託は預貯金と異なります。

不動産投資信託証券

（リート）および株式の

価格変動リスク

リートの価格は、リートが投資対象とする不動産等の価値、当該不動産等による賃貸収入の増減、

不動産市況の変動、景気や株式市況等の動向、関係法令・規制等の変更等の影響を受けます。また、

老朽化・災害等の発生による保有不動産の滅失・損壊等が発生する可能性があります。株式の価

格は、国内外の政治・経済・社会情勢の変化、発行企業の業績・経営状況の変化、市場の需給関係

等の影響を受け変動します。各ファンドが実質的に投資するリートの市場価格や企業の株価が下

落した場合には、その影響を受け、基準価額が下落する要因となります。

為替変動リスク

為替相場は、各国の政治情勢、経済状況等の様々な要因により変動し、外貨建資産の円換算価格

に影響をおよぼします。

為替ヘッジあり

実質組入外貨建資産について原則として対円で為替ヘッジを行い為替リスクの低減をめざします

が、為替リスクを完全に排除できるものではなく為替変動の影響を受ける場合があります。また、

為替ヘッジには、円金利がヘッジ対象通貨の金利よりも低い場合、その金利差相当分程度のコスト

がかかることにご留意ください。なお、投資対象国の規制等により為替ヘッジができない場合に

は、他の通貨で代替するまたは、為替ヘッジを行わない場合があり、為替変動の影響を受けます。

為替ヘッジなし

実質組入外貨建資産について原則として為替ヘッジを行わないため為替変動の影響を受けます。

このため為替相場が当該実質組入資産の通貨に対して円高になった場合には、実質保有外貨建資

産が現地通貨ベースで値上がりした場合でも基準価額が下落する可能性があります。

金利変動リスク

金利の変動は、リートの価格に影響をおよぼします。また、各ファンドが実質的に投資するリートが

資金の借入れを行っている場合、金利上昇は、支払利息の増加を通じて当該リートの利益を減少

させることがあり、基準価額を下落させる要因となる可能性があります。

流動性リスク

有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制等により、その取引価格が影

響を受ける場合があります。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、市場実勢

から期待できる価格どおりに取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影

響をおよぼす要因となります。

信用リスク

有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響を

受け変動します。各ファンドが実質的に投資するリートが収益性の悪化や資金繰り悪化等により清

算される場合、各ファンドが実質的に投資する株式の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、また

こうした状況に陥ると予想される場合等には、投資した資産の価格が下落したり、その価値がなく

なることがあり、基準価額が下落する要因となります。

カントリーリスク

投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制、また取引規制等の要因によって資産価

格や通貨価値が大きく変動する場合があります。海外に投資する場合には、これらの影響を受け、基準

価額が下落する要因となります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※最終ページの「投資信託ご購入の注意」をご確認ください。 5
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基準価額の変動要因



購入単位 販売会社が定める単位（当初元本1口＝1円）

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

換金単位 販売会社が定める単位

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

購入・換金

申込不可日

ニューヨーク証券取引所、オーストラリア証券取引所、ロンドン証券取引所、ニューヨークの銀行、オースト

ラリアの銀行、ロンドンの銀行のいずれかの休業日に該当する日には、購入・換金・スイッチングのお申込

みの受付を行いません。

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付

の中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事

情があるときは、購入・換金・スイッチングのお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた購入・

換金・スイッチングのお申込みの受付を取り消す場合があります。

信託期間 2045年2月27日まで（2024年3月8日設定）

繰上償還 各ファンドにおいて、純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等には、償還することがあります。

決算日
年1回決算型：毎年2月25日（休業日の場合は翌営業日）

年4回決算型：毎年2月、5月、8月、11月の各25日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配

＜年1回決算型＞

年1回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。

＜年4回決算型＞

年4回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。

※お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」があります。ただし、販売会社によっ

ては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお問い合わせください。

課税関係

各ファンドは課税上は株式投資信託として取り扱われます。原則として、分配時の普通分配金ならびに換

金時・スイッチング時の値上がり益および償還時の償還差益に対して課税されます。

※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用対象

となります。

各ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが

異なる場合があります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更となることがあります

スイッチング

販売会社が定める単位にて、4つのファンド間で乗り換え（スイッチング）が可能です。

※販売会社によっては、スイッチングの取扱いを行わない場合があります。くわしくは販売会社にお問い

合わせください。

ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

※最終ページの「投資信託ご購入の注意」をご確認ください。 6
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※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。

※上場不動産投資信託（リート）は市場の需給により価格形成されるため、上場不動産投資信託（リート）の費用は表示しておりません。

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

ご購入時

購入時手数料

購入価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た

額となります。

購入時手数料は、商品や投資環境の説明および情報提供等、ならびに購入に関する事務手続

き等にかかる費用の対価として、販売会社に支払われます。

※くわしくは販売会社にお問い合わせください。

スイッチング

手数料

スイッチング時の購入価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が定める手数料率を

乗じて得た額とします。

※スイッチングの際には、換金時と同様に信託財産留保額および税金がかかります。くわしくは

販売会社にお問い合わせください。

ご換金時

換金時手数料 ありません。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額とします。

保有期間中

（信託財産か

ら間接的にご

負担いただき

ます。）

運用管理費用

（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.628％（税抜1.48％）

※委託会社の信託報酬には、グローバル・セレクト・不動産戦略マザーファンドの運用の指図に

関する権限の一部（有価証券等の運用に関する権限）の委託を受けた投資顧問会社（PGIM

インク）に対する報酬（各ファンドの信託財産に属する当該マザーファンドの純資産総額に対

して年率0.55％）が含まれます。

その他の

費用・手数料

組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の諸費用、外国での資産の

保管等に要する費用、監査費用等が信託財産から支払われます。

※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるもの

があるため、事前に料率、上限額等を表示することができません。

支払先 内訳(税抜） 主な役務

委託会社 年率0.85％
信託財産の運用、目論見書等各種書類の

作成、基準価額の算出等の対価

販売会社 年率0.60%

購入後の情報提供、交付運用報告書等各

種書類の送付、口座内でのファンドの管

理等の対価

受託会社 年率0.03%
運用財産の保管・管理、委託会社からの運

用指図の実行等の対価

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※最終ページの「投資信託ご購入の注意」をご確認ください。 7
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8241223JS313995～8ファンド通信

委託会社 アセットマネジメントOne株式会社 信託財産の運用指図等を行います。

受託会社 みずほ信託銀行株式会社 信託財産の保管・管理業務等を行います。

販売会社
募集の取扱いおよび販売、投資信託説明書（目論見書）・運用報告書の交付、収益分配金の再投資、収益分配金、
一部解約金および償還金の支払いに関する事務等を行います。

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。

●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

●各ファンドは、実質的にリートや株式等の値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクもあります。） に投資をしますので、

市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者のみなさまの投資元本は

保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益

はすべて投資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性

について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

●投資信託は

1.預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社

を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

2.購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。

3.投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

アセットマネジメントOne株式会社
受付時間：営業日の午前9時～午後5時

0120-104-694 ホームページアドレス

https://www.am-one.co.jp/

〇印は協会への加入を意味します。
2025年1月10日時点

みずほグローバル・セレクト・不動産戦略ファンド
ご注意事項等

投資信託ご購入の注意

委託会社その他関係法人の概要

照会先

販売会社 （お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください）

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委
託会社の照会先までお問い合わせください。

●販売会社によっては、一部ファンドのみのお取り扱いとなります。くわしくは販売会社にお問い合わせください。

分配金に関する留意事項

●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超えて行われる場合

があります。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

●受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。個別

元本とは、追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本のことで、受益者毎に異なります。

●分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が下落する要因と

なります。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することに

なります。

商号 登録番号等
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

金融先物取引

業協会

一般社団法人

第二種金融商

品取引業協会

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○

株式会社みずほ銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○


